
施策名：ヘルスケアサービス社会実装事業
（うちＰＨＲサービスの発展に向けた環境整備事業）

施策
分類 ①予算 ４つの視点に

基づく分類
➂地方の課題を解決するための

デジタル実装

ＰＨＲの適切な利活用の促進に向け、「民間ＰＨＲ事業者による健診等
情報の取扱いに関する基本的指針」（令和３年４月２３日、総務省、厚
生労働省、経済産業省）を策定したところ。
今後、より高いサービス水準を目指すためのガイドライン策定や新たなサービス
創出に向け、ＰＨＲ事業者による業界団体の設立やデータポータビリティや
標準化等に係る業界自主ルール整備を促進する。

個人に即したヘルスケアサービスの提供を目指し、人々が自身の
健康等情報を健康づくり等に活用できる仕組みであるＰＨＲを
適切に利活用したサービスが創出され、人々に広く活用されるた
めの環境整備を行う。目的

詳
細

経済産業省商務・サービスグループヘルスケア産業課
03-3501-1790 s-shosa-health@meti.go.jp

予算額 令和4年度当初一般会計
750百万円の内数

データヘルス改革により、全国一律で健康診断結果やレセプト等のＰＨＲ（Personal Health Record）が順次マイナポータルからアクセス可能
になる。健診情報等に加え、ウェアラブルデバイス等から得られるライフログの取扱いルール等を整備し、①個々人にあった日常でのより高度な自己管
理、②医療機関における活用を促進することで、利用場所によらないＰＨＲサービスの普及・促進を目指す。

施策
効果の
詳細

概要

2022年度 2023年度 2024年度以降

・ＰＨＲ事業者団体の設立 ・第三者認証制度等の仕組み構築

・ＰＨＲ事業者団体による、より高いサービス水準を目指すガイドライン
の策定を支援（国内外調査など）

＜中長期的取組＞

＜ＰＨＲ政策の全体像＞ ＜事業内容＞
 民間ＰＨＲ事業者団体の設立支援

→ 「民間ＰＨＲ事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的
指針」を踏まえた、より高いサービス水準を目指すためのガイドライン
等の検討主体となるＰＨＲ事業者団体の設立に向けた支援を行う。

 データポータビリティや標準化に向けた調査
→ ＰＨＲ事業者団体による、より高いサービス水準を目指すためのガ
イドライン策定等に向け、国内外におけるＰＨＲ関連の動向調査を
行うとともに、データポータビリティや標準化、データを活用したリコメン
デーションの在り方等について課題を整理する。
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